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定款の一部変更に関するお知らせ 

 

当社は、平成 20 年 2 月 12 日開催の取締役会において、「定款一部変更の件」を平成

20 年 2 月 29 日開催予定の当社臨時株主総会に付議することを決議いたしましたので、

下記のとおりお知らせいたします。 

 

記 

 
１．定款変更の目的 

定款変更の理由につきましては、次のとおりであります。 
  ① 変更案第２条は、今後の新たな事業展開に備えるため、事業目的を追加するも

のであります。 
② 変更案第４条は、会社法の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律（法律第

８７号）第５２条に基づいて既に定めがあるものとみなされている規定を、改め

て新設するものであります。 
③ 変更案第５条は、公告の方法を電子公告に変更し、併せて電子公告ができない

ときの措置を定めるものであります。 
④ 変更案第６条は、業容の拡大に向け、機動的な資金調達を可能にするため、発

行可能株式総数を 12,000,000 株から 39,000,000 株に変更するものであります。 
⑤ 変更案第８条は、文言の修正を行うものであります。 
⑥ 変更案第２３条は、取締役会の招集権者及び議長を取締役会議長に変更するも

のであります。また、取締役及び監査役の全員の同意があるときは、招集の手続

きを経ないで取締役会を開催することができる旨を追加するものであります。 
⑦ 変更案第２４条は、取締役会議長の選定を追加するものであります。また、業

務執行機能の強化と責任の明確化を図るために執行役員を置くことができる旨

を追加するものであります。 
⑧ 第６章並びに変更案第４０条、第４１条及び第４２条は、会計監査人に関する

規定を定款上に明記するために、「会計監査人」の章及び会計監査人に関する規

定を新設するものであります。 
⑨ その他字句の修正等所要の変更を行うものであります。 



２．定款変更の内容 
  変更の内容は、別紙のとおりであります。 
 
３．日程 
  定款変更のための臨時株主総会開催日   平成 20 年 2 月 29 日（金） 
  定款変更の効力発生日          平成 20 年 2 月 29 日（金） 
 

以 上  
 



【別紙】 
（下線は変更部分を示します。） 

現行定款 変更案 
第１章 総 則 

第１条（条文省略） 
（目 的） 
第２条  当会社は、次の事業を営むことを目

的とする。 
1. 次の物品の製造、販売、および輸出入業
(1) 写真機、時計、時計側等精密機械器具
(2) 喫煙具、時計バンド等装身具・装飾品
(3) 運動競技用具および娯楽用具・玩具 
(4) 通信機器およびその関連商品 
(5) 貴金属商品 
(6) ステンレス、チタニューム等各種金属
の熱処理および表面処理 

(7) メガネフレーム等光学商品 
(8) 電子機器および部品 
(9) 投資等 

 
（新 設） 
（新 設） 
（新 設） 

 
（新 設） 

2. 前号に対する投資、融資または第三者と
の共同経営 

（新 設） 
（新 設） 

 
3. 前各号に関連または附帯する一切の業務
第３条（条文省略） 

（新 設） 
 
 
 
 
 
 
（公告の方法） 
第４条  当会社の公告は、日本経済新聞に掲

載する方法により行う。 
 
 
 

第２章 株 式 
（発行可能株式総数） 
第５条  当会社の発行可能株式総数は、

12,000,000 株とする。 
第６条（条文省略） 
（単元株式数） 
第７条  当会社の 1 単元の株式数は、1,000

株とする。 
 

第１章 総 則 
第１条（現行どおり） 
（目 的） 
第２条（現行どおり） 
 
1. （現行どおり） 
(1) （現行どおり） 
(2) （現行どおり） 
(3) （現行どおり） 
(4) （現行どおり） 
(5) （現行どおり） 
(6) （現行どおり） 
 
(7) （現行どおり） 
(8) （現行どおり） 
(9) ＣＤ、ビデオ、ＤＶＤ等の映像、音声
ソフト 

(10) 皮革および皮革製品類 
(11) 日用雑貨、衣料雑貨 
(12) 自動車、自動二輪車、船舶、航空機お
よび内燃原動機の部品 

(13) スポーツ用品 
 2. 前各号に対する投資、融資または第三者
との共同経営 

  3．企業への出資および融資 
  4．不動産売買、賃貸借ならびに仲介および
斡旋 
5. （現行どおり） 

第３条（現行どおり） 
（機関の設置） 
第４条  当会社は、株主総会および取締役の

ほか、次の機関を置く。 
    (1)取締役会 
    (2)監査役 
    (3)監査役会 
    (4)会計監査人 
（公告の方法） 
第５条  当会社の公告方法は、電子公告とす

る。ただし、事故その他やむを得ない
事由によって電子公告による公告を
することができない場合は、日本経済
新聞に掲載して行う。 

第２章 株 式 
（発行可能株式総数） 
第６条  当会社の発行可能株式総数は、

39,000,000 株とする。 
第７条（現行どおり） 
（単元株式数） 
第８条  当会社の単元株式数は、1,000 株と

する。 
 



（株式の発行） 
第８条  当会社は株式に係る株券を発行す

る。 
  ２ 前項の規定にかかわらず、当会社は単

元未満株式に係る株券を発行しないこ
とができる。 

第９条～第１２条（条文省略） 
第３章 株主総会 

第１３条～第１８条（条文省略） 
第４章 取締役および取締役会 

（取締役会の設置） 
第１９条  当会社は取締役会を置く。 
（取締役の員数） 
第２０条  当会社の取締役は８名以内とす

る。 
第２１条～第２２条（条文省略） 
（取締役会の招集権者および議長） 
第２３条  取締役会は、法令に別段の定めが

ある場合を除き、取締役社長が招集
し、議長となる。取締役社長に事故
があるときは、あらかじめ取締役会
において定めた順序により、他の取
締役が招集し、議長となる。 

（新 設） 
 
 
 

（代表取締役および役付取締役） 
第２４条  当会社は、取締役会の決議によっ

て、代表取締役を選定する。 
   ２  代表取締役は会社を代表し、会社

の業務を執行する。 
   ３  取締役会は、その決議によって、

取締役社長を１名選定し、また必要
に応じ、取締役会長１名および取締
役副社長、専務取締役、常務取締役
各若干名を選定することができる。

 
（新 設） 

 
第２５条～第２６条（条文省略） 
（取締役会の決議の省略） 
第２７条  当会社は取締役の全員が取締役

会の決議事項について書面または
電磁的記録により同意した場合に
は、当該決議事項を可決する旨の取
締役会の決議があったものとみな
す。ただし、監査役が異議を述べた
ときはこの限りではない。 

第２８条～第３０条（条文省略） 
第５章 監査役および監査役会 

（監査役および監査役会の設置） 
第３１条  当会社は監査役および監査役会

を置く。 

（株式の発行） 
第９条  当会社は、株式に係る株券を発行す

る。 
  ２ （現行どおり） 
 
 
第１０条～第１３条（現行どおり） 

第３章 株主総会 
第１４条～第１９条（現行どおり） 

第４章 取締役および取締役会 
（削 除） 

 
（取締役の員数） 
第２０条  当会社の取締役は、８名以内とす

る。 
第２１条～第２２条（現行どおり） 
（取締役会の招集権者および議長） 
第２３条  取締役会は、法令に別段の定めが

ある場合を除き、取締役会議長がこ
れを招集し、その議長となる。取締
役会議長に事故があるときは、あら
かじめ取締役会で定めた順序に従
い他の取締役がこれにかわる。 

   ２  取締役会は、取締役および監査役
の全員の同意があるときは、招集の
手続きを経ないで開催することが
できる。 

（代表取締役、役付取締役および執行役員） 
第２４条（現行どおり） 
 
   ２  代表取締役は、会社を代表し、会

社の業務を執行する。 
   ３  取締役会は、その決議によって、

取締役社長および取締役会議長を
各１名選定し、また必要に応じ、取
締役会長１名および取締役副社長、
専務取締役、常務取締役各若干名を
選定することができる。 

   ４  取締役会は、その決議によって、
執行役員を置くことができる。 

第２５条～第２６条（現行どおり） 
（取締役会の決議の省略） 
第２７条  当会社は、取締役の全員が取締役

会の決議事項について書面または
電磁的記録により同意した場合に
は、当該決議事項を可決する旨の取
締役会の決議があったものとみな
す。ただし、監査役が異議を述べた
ときはこの限りではない。 

第２８条～第３０条（現行どおり） 
第５章 監査役および監査役会 

（削 除） 
 
 



第３２条～第３７条（条文省略） 
（監査役会の議事録） 
第３８条  監査役会における議事の経過の

要領およびその結果ならびにその
他法令で定める事項は議事録に記
載または記録し、出席した監査役が
これに記名押印または電子署名す
る。 

第３９条（条文省略） 
（監査役の報酬等） 
第４０条  監査役の報酬等は株主総会の決

議によって定める。 
（新 設） 
（新 設） 

 
 

（新 設） 
 
 
 
 
 
 
 
 

（新 設） 
 
 

第６章 計 算 
第４１条（条文省略） 
（期末配当金） 
第４２条  当会社は株主総会の決議によっ

て毎年３月３１日の最終の株主名
簿に記載または記録された株主ま
たは登録株式質権者に対し金銭に
よる剰余金の配当（以下「期末配当
金」という。）を支払う。 

第４３条～第４４条（条文省略） 
 

第３１条～第３６条（現行どおり） 
（監査役会の議事録） 
第３７条  監査役会における議事の経過の

要領およびその結果ならびにその
他法令で定める事項は、議事録に記
載または記録し、出席した監査役が
これに記名押印または電子署名す
る。 

第３８条（現行どおり） 
（監査役の報酬等） 
第３９条  監査役の報酬等は、株主総会の決

議によって定める。 
第６章 会計監査人 

（会計監査人の選任方法） 
第４０条  会計監査人は、株主総会の決議に

おいて選任する。 
（会計監査人の任期） 
第４１条  会計監査人の任期は、選任後１年

以内に終了する事業年度のうち最
終のものに関する定時株主総会終
結の時までとする。 

   ２  会計監査人は、前項の定時株主総
会において別段の決議がなされな
かったときには、当該定時株主総会
において再任されたものとする。 

（会計監査人の報酬等） 
第４２条  会計監査人の報酬等は、代表取締

役が監査役会の同意を得て定める。
第７章 計 算 

第４３条（現行どおり） 
（期末配当金） 
第４４条  当会社は、株主総会の決議によっ

て毎年３月３１日の最終の株主名
簿に記載または記録された株主ま
たは登録株式質権者に対し、金銭に
よる剰余金の配当（以下「期末配当
金」という。）を支払う。 

第４５条～第４６条（現行どおり） 
 

 
以 上 


